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（続紙 ２ ）                            
 
（論文審査の結果の要旨） 
 
 本論文は、出部屋と呼ばれる香川県観音寺市伊吹島の産屋の存続と閉鎖のメカニ
ズムを、社会および共同体の動向に関連づけながら検討し、そのことを通して、出
部屋が社会や共同体、女性にとってもった意味を明らかにしたものである。 
 産屋とは、出産に伴うとされる穢れを理由に、女性が出産時ないし産後の一定期
間を家族と離れて過ごした場所のことをさす。伊吹島の出部屋と呼ばれる産屋は、
産後の約1ヶ月を滞在するためのものであり、昭和45年まで利用された、日本で最も
遅くまで使用された産屋の一つである。本論文は、この産屋に焦点をあてながら、
これがどのようにして存続し、やがて閉鎖したのかというメカニズムを、社会の動
向、共同体の変化、女性たちの意識、という三つの視点から明らかにしたものであ
り、ここに本研究の第一の意義が存在している。というのも、これまでの産屋研究
では、個々の集落における産屋の特徴をつかむこと、産屋の本質を探ること、女性
にとっての産屋の意味を浮かび上がらせることを重視した研究が、それぞれの問題
関心にしたがって展開されており、一つの産屋に徹底的にこだわり、多様な視点か
らそれについて論じるということがなされてこなかったからである。それに対して
本論文では、伊吹島で活動した助産師であるNさんや、島で出産を経験した36人の女
性に対してインタビュー調査を行い、それに文献史料も加味しながら、伊吹島の出
部屋について実証的かつ重層的に考察している。 
そして本論文の第二の意義は、社会事業の展開という社会の動向の変化が産屋に
与えた影響を明らかにしたことである。そもそも出部屋が利用されたのは、伊吹島
が漁業の村であり、漁業は死と隣り合わせの営みであるがゆえに、漁師の船霊信仰
に由来する穢れ観が根強く存在していたからであった。そういう意味では、出部屋
は共同体で重視される規範を反映する場所であった。しかし、出部屋を存続させた
のは穢れ観だけではなく、昭和初期に出部屋が妊産婦保護事業や農山漁村経済更正
運動の枠組みに組み入れられ、そのことで、産屋の位置づけが古来の「遅れた」風
習から由緒ある出産習俗へと変化したからでもある。このような、産屋が社会の動
向によって歴史的に位置づけを変化させていくという指摘は、従来の産屋研究には
見られないものであり、産屋研究が社会事業史や社会政策史の文脈で進展していく
可能性を示唆するものでもある。 
さらにいえば、本論文は、出部屋を漁業と深く関わる穢れ観や社会事業として位
置づけるだけでなく、助産師を通した出産の医療化、家族の形態などに規定される
家族の事情、女性の安寧の追求といった、さまざまな要因の上に出部屋が成り立っ
ていたことを明らかにしており、この点に本論文の第三の意義が存在するといわね
ばならない。たとえば、伊吹島で初めての助産師であるNさんは、出部屋を拠点とし
ながら医学的知識でもって出産に対応したが、そのことは出部屋を存続させていく
一つの要因となっていく。また漁業不振にともなう出稼ぎの増加は、出産後の女性
が実家を養生の場所として活用することを可能にした。個々の女性たちの事情によ
って、出部屋が産後の養生場所として快適な場合も、そうでない場合もあったが、
出部屋の存廃の歴史は、これらの諸要因が織りなす歴史であるといえる。本論文は、
出部屋における共同体と女性との互恵関係や出産をめぐる女性たちの葛藤を論じな
がら、生業の変化にともなう穢れ観の弱まりによって、出産が共同体の関心事から
家族のものへと変化していく様子を描くことに成功している。 
 これらの点において、本論文は従来の産屋研究に新しい知見をもたらしたという
ことができるが、今後の課題がないわけではない。たとえば、出産した女性の夫や
島の有力者などへの聞き取り調査を行うことで、出産した当事者とは異なる出部屋
観や穢れ観が明らかになる可能性がある。ただこの点は、研究のさらなる発展のた
めの課題として残されたものであり、これによって本論文の価値が損なわれるもの
でないことはいうまでもない。 
よって、本論文は博士（人間・環境学）の学位論文として価値あるものと認める。
また、平成26年12月25日、論文内容とそれに関連した事項について試問を行った結
果、合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
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